
原発推進ＧＸを止めよう
私たちにできること

みつた かんな

満田 夏花

2023年3月4日
国際シンポジウム：3.11から12年ー福島と世界の今を知り、核なき未来をつくろう



原発推進ＧＸ関連法、国会へ！

• 2月10日、GX基本方針およびGX推進法が閣議決定

• 2月28日、原発推進「束ね法案」が閣議決定
• 「束ね法案」というのは、関連する法案を一括して国会で審議するこ
と

• 政府はこの束ね法案を「 GX脱炭素電源法案」と名付けているが、そ
ういう名前の法律があるわけではない。

• 原子力基本法、原子炉等規制法、電気事業法、再処理法、再エネ特措
法の５つを束ねた



原発推進「束ね法案」
（GX脱炭素電源法案）

原子力基本法 「国の責務」として、原子力の活用、国民の理解促進、技
術開発、人材育成、事業環境整備など盛り込む

電気事業法 原子炉の運転期間規制の新設

原子炉等規制法 原子炉の運転期間規制の撤廃、高経年化に関する技術的評
価

再処理法 使用済燃料再処理機構（NuRO）に、原発廃炉の調整機能、
研究開発、廃炉資金管理業務を追加
原子力事業者に対して、NuROへの廃炉拠出金の拠出を義務
付け

再エネ特措法 再エネ事業の規律強化、既存再エネへの追加投資促進など



原子力基本法も改悪

•原子力利用の平和利用やその三原則（民主・自主・公開）につ
いてうたった基本法

•国の責務として、以下を盛り込もうとしている
• 電気の安定供給の確保、脱炭素社会の実現、エネルギー供給に係る自
律性の向上のため、原発を活用すること

• 原発立地地域の住民をはじめとする国民の原子力発電に対する信頼を
確保し、その理解を得るために必要な取組及び地域振興などを推進す
る

• 原子力技術の開発・促進、人材の育成および確保、原子力産業基盤の
強化、原子力事業者が安全対策に必要な投資が行えるような事業環境
整備



第６次エネルギー基本計画では

• 「原子力依存度は可能な限り低減」

• 「新増設は、現時点では想定していない」

としていた

原発回帰に舵をきった



ショックドクトリン

ウクライナ危機
エネルギー燃料価格の高騰

円安
電気代の高騰

エネルギー安全保障
電力の需給ひっ迫

原発はこれらの解決にはならない
印象操作にご用心



原発の発電割合は、2012年度以降ゼロ～数％
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各発電技術の温室効果ガス排出削減コス
トおよび雇用増加効果

出典：IEA Job creation per million dollars of capital investment in power generation technologies and average CO2 abatement costs,

2022 年10 月26 日



核燃料サイクルはすでに破綻
六ヶ所再処理工場は
動かすべきではない

•事業総額は約13.9兆円

•高レベルの放射性廃液が発生

•プルトニウムが発生

• 2006年度～2008年度にかけて実
施されたアクティブ試験では事
故やトラブルが続出。高レベル
廃液が149リットル漏洩すると
いう事故も

•大量の放射性物質を環境中に
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原発は、電力需給ひっ迫の解決の役に立
つのか？
•電力需給のひっ迫：
電力の需要の急な増加で、需要が供給能力を超えてしまいそう
になる時に生じる。
とくに夏の猛暑や冬の寒さで、冷房や暖房による電力の使用が
集中する時間帯で問題になる。

•問題となるのは、需給調整の仕組み。大規模電源で調整できな
い原発は、需給ひっ迫の解決にはならない。

• 2022年6月は、季節外れの猛暑により需給ひっ迫が発生。原発
が動いていたとしても、その分需要予測にあわせて、火力を止
めていたはず。同様のことが発生していた。





原発の運転期間
「原則40年」

「１回に限り、原子力規制委員会の
審査に合格すれば20年延長」
審査は劣化評価も含んでいた

原子炉等規制法

原子力規制委員会

原発の運転期間40年を超えて運
転をする場合、

「電力の安定供給への貢献」な
どを条件に経済産業省が認定

電気事業法

経済産業省

今までの制度 新制度



なぜ、40年？
2012年の国会審議ではどう説明されたか？

当時の担当大臣（環境大臣）の細野豪志氏の説明

•原子炉に中性子が照射されて、脆化する

•作動するそのそれぞれの機器の耐用年数というものも考慮にし
た中で40年というところの数字を導き出した

•例えば電気製品をとっても、車を
見ても、40年前の技術で今そのまま
通用するものは、ほとんどない

•システム自体の古さ

•そういったことを考えれば、40年
の運転制限制度というのは必要



私たちにできること

•国会議員に働きかけよう！ 「GX関連法に反対を」

👉電話・ファックス

👉グループで事務所を訪問（地元事務所、国会事務所）

•地元の自治体議会に陳情・請願を！

「運転期間の実質延長に反対の意見書を出してください」

•各地で討論会を！



FoE Japan作成の
パンフレット



福島原発事故は終わっていない
市民の力で原発を止めよう！


